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1 .緒白
世界において日本企業は大きな市場地位を占めつつある。ソニー，松下電器
を中心として家電・音響機器産業で日本ブランドは世界の80% を占めている
(1997年）。またトヨタを中核とし自動車の40%弱は日本ブランドである（1997
年）。このように世界の中で日本の存在が大きくなると，日本経済の動向は常
に世界の注視の中で論じられる。政治と結びついた米国の第 3 次産業（流通サー
ビス・情報通信・金融）と経済・消費のコアを構成する日本の第 2 次産業（家
電・オーデイオ・自動車・ロボット）の 2 つのパワーが世界中のあらゆる地
域で国境を超えてせめぎ合っているとも考えられる。まさしく，「ソフト・サー
ビス」経済の米国と「ハード・家庭生活支援」の経済である日本の対峠である。
次に，同時にいかに情報を共有化し，かつ求心力を高めるかが問題となる。
経営学研究においては上記の視点に立ち 3 つの組織への要請を分析する必要が
ある。一つは現地法人が問題とする投資決定等の速さである。これは「意思決
定速度」であり， トップダウンの意思決定が可能かどうかが重要なテーマとな
る。二つめは，「速度の組織」である（寺本・清家 1998）。周知のごとくグロー
バル化は為替，政治情勢等の急変といった状況が避けられない。このような国
内に比較して級数的に拡大する不確実性を吸収しうるか，が問題となる。その
一つの方策としての開発期間，生産期間の短縮がテーマとなる。三つめは，情
報の共有である。本稿では，特に一つめのトップダウンの意思決定「日本型トッ
プダウンシステム」の原理とそのグローパル化における適合性を問題とする。
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グローバル化は意思決定の速さが問題となり，二つめの速度の経営への要請も
強くなる。
2. 戦略の軸の転換の経済
日米の対｜時による世界経済のパワーの変化は，経営戦略論におけるパラダイ
ム転換で説明することが可能である。パラダイム転換は「戦略の軸の転換J と
も表現され，野中郁次郎 (1985）は「軸の変動する戦略」といった表現もして
いる。経済学的には十分規定されていない概念であり，本稿では，この概念を
以下のように規定する。
戦略の軸の転換とは，競争優位を形成する企業及び組織構成員の行動原理が
大きく変化することを意味する。具体的には転換以前の原理では利益をもたら
さない行動が，利益をもたらし，利益をもたらした行動が利益をもたらさなく
なる状況変化を創造する行為である。
多くの経済における盛衰はこの軸の転換で説明できる。商品・サービスは多
くの要件の総和として価値を形成し それに価格が付けられる。その要件はそ
れぞれ，また価格で評価される。この要件は横断的にそれ自体の市場と流通の
経済を構成している。このそれ自体の経済の総価値の相対的変動をもたらすの
が戦略の軸の転換である。史的に事例を考察すると，以下の 2 つの事例が挙げ
られる。
1970年代アラブ産油国は石油ショックを起こし，石油の値段を高騰させ，需
給を逆転させ，石油の市場を創り上げた。供給主体間での競争はカルテルによっ
て押さえられた。その結果需要主体問の競争へと経済構造は変化した。石油
経済は10倍を超える規模になり，石油の総価値は他の経営資源に比較して桁外
れの拡大となった。この結果，石油を基軸とする意思決定が戦略の軸となり，
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世界経済の戦略の軸は変わったのである。
同様に80年代以降，米国はソフト市場を創り上げ， 90年代にソフト経済によ
る経済成長を可能にした。米国はソフトの供給側に多くの制約（著作権他）を
構築し，供給側の競争を制約し，需要側の競争を喚起した。その結果，それま
で開発費用の対価さえ獲得できなかった原価割れのソフトの価格は数十倍に高
騰し，ソフトの総価値は他の経営資源に比較して桁外れの拡大となった。石油
と同様にソフト経済が米国を中心として形成されたのである。
1970年代までの米国の経済における覇権は， 80年代，日本の登場によって大
きく揺らいだ。 70年代の経営戦略のパラダイムは「消費の予測・計画」の概念
である。それが80年代， トヨタ自動車松下電器を中心とした「消費者志向・
品質向上」の概念へ大きく転換した結果である。このことは戦略の軸の転換
（パラダイム転換）がいかに大きな意味を持つことを意味している。次いで， 9
0年代は再ぴ米国の時代となった。これは80年代の戦略の軸が再度転換したこ
とを意味している。 90年代はそれまでの80年代の戦略の軸であった「ハード」
の軸が「ソフト J に転換したことを意味している。 80年代以降，米国はソフト
の市場を世界に先駆けて創り上げた。その結果 それまで開発費用の対価さえ
獲得できなかった原価割れのソフトの価格は高騰し ソフト経済が米国を中心
として形成された。
さて，このような戦略の軸の転換「ソフト経済化J が米国におこり，それが
グローバル化しようとするなか，日本企業はどのような状況にあるのか，を次
節にて考察する。
3. 日本型モデルと双対原理
周知のごとく，米国企業は職務記述書に基づく 職務の「要素」の体系に大
きく依存している。日本企業は人的なネットワーク（人の和，菓議等の重視）
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をその組織編成原理にしており，職務の「関係」の体系に大きく依存している。
この説明原理を「要素J 指向と「関係」指向と規定するならば，米国企業を要
素指向企業，日本企業を関係指向企業と規定する事が可能になると思われる。
組織の構成は「要素」とその聞の「関係」である。その「要素」に重点をお
いた組織認識を要素指向とここでは規定する。それに対して「関係j に重点を
おいた組織認識を関係指向と規定する。要素指向型組織においてはその機能は
基本的には構成「要素」である個人に帰結される。また関係指向型組織におい
ては「関係」である網の目のような人間関係にその機能は帰結されることにな
る。以下，この要素指向と関係指向の視点で企業組織を分析していくことにす
る。まず，両者の編成原理の差を見てみよう。
編成原理の差
(1) 関係指向組織は構成員に対して「差別」指向に運営される方が効率が高い。
認知的側面である情報の分散が進展することは，管理者と一般の従業員間の
情報格差がなくなる方向に機能する可能性がある。このことは，管理が容易で
はなくなることも意味すると思われる。
「課長と部下J という身近な例をあげて考えてみよう。日本の課長の多くが，
課長だけが出席できる会議（会議に出席できることがステータスでもある）で
得られた情報に援けられて リーダーシップを維持できた経，験を持っていると
思う。情報格差がリーダーシップの根源となることの善悪は別にして，それが
企業における現場のリーダーシップを支える現実である。
ある人間の権力を奪おうと思えば情報“日照り”にすれば良いぐらいなこ
とは，現場の課長なら皆知っている。窓際族の最大の苦痛は情報阻害である。
昨日まで強烈な権力を振るっていた部長がラインから外され，部長会議に出席
出来なくなった途端急激に 権力を失っていく。
したがって，情報格差によるリーダーシップが，保証されなくなったとき，
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別の何らかの保証が必要になる。多くの部課長はとても自分の経営者能力のみ
で，部内，課内でのリーダーシップを維持することは困難で、あろうと思われる。
その際，リーダーシップを人事部門が支援することになるが，「差別」指向が
持つ意味は大きい。
上記のような関係指向組織に比較して，要素指向組織は構成員に対して公平
を基準に接する場合に効率が最大になる。
(2) 関係指向組織は組織制約（拘束条件 制限条件）が大きいほど機能させ易
い。要素指向組織は組織制約がないほど機能させ易い。
(3) 要素指向に立った職務は企業トップ（上位主体）が計画，強制できても，
関係指向に立った職務等は従業員（下位主体）が自主的に計画，構築するこ
とができるため，上位主体が管理しきれない。
日本の企業内においては 非ヒエラルキー的な横断的，水平的なコーディネー
ションと流動的，伸縮的な職分の仕分けによって特徴づけられるとしている。
つまり，作業単位は現場の情報から学び，それを互いにコミニュケートするこ
とから，作業決定は現場の知識が利用可能なところに委譲されている。この
「現場に近い柔軟な」作業決定を支える情報システムとして，情報の共有化が
進み情報の分散が進行する。この作業決定は前もって定められた仕事を効率的
に達成するのではなく 前後左右の作業単位と調整しながら 現場の状況に合
わせて，職務の柔軟な変更を行うものである。
日本においては，関係指向組織を補完する方向として人事の本社への集中が
進行し，各構成員はそれぞれ資格でランクづけられ，競争することになる。こ
のため，定期的なジョブローテーションによる多能的な社員の養成が可能にな
る（寺本， 1993）。その結果として職務の柔軟な変更と，非ヒエラルキー的な横断
的，水平的なコーディネーションが可能になり，情報の共有と分散が行われる。
青木（ 1989）はその情報の分散（認知的側面）と人事の集中（動機的側面）
が共存することにより，日本企業は効果的に運営されてきた，といったもので
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ある。
この考え方は実務的には極めて納得のいく話である。情報の分散化により，
多能でフレキシプルな社員が，現場情報をもとに前後左右の社員と調整しなが
ら，職務を遂行することができ，それを人事の集中がもたらすジョブローテー
ションが支えてきた構造である。
4. 日本企業の組織・組織間関係モデル
関係指向組織と要素指向組織の特製を考察してみよう。
1 ）関係指向組織
(1）構成要素（個人，企業）に頼らない組織
(2) スーパーマンが必要ない組織
(3）個人は変化しやすいが関係は変化が遅いため，急な組織の”制御” （戦略
の変更等）が困難である。
旧日本陸軍の関東軍はその典型である。その暴走を誰も止められなくなる。
2 ）要素指向
個人が変化したり，主要な企業が戦略を変更したりすれば，急、な組織の“制
御”は可能である。 I B M社や GM社などは急激に方針を転換する。
さて，一般にネットワークは管理が難しいといわれる（涌田・清家， 1998 ）。
なぜ，ネットワークはその行動方針並びに行動自体を変更し難いかというと，
ネットワークは関係指向組織であることによっている。関係は基本的に 2 者間
の合意，共有，共同の産出であり，その立脚は 2 者の考えによっている。この
2 者から作られたが，その後この 2 者にもどうしようもないほど，関係の網の
目が多くなったものがネットワークであると規程できる。ネットワークが複雑
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になればなるほどその親（ 2 者）にさえ制御できないものになっていく。この
ネットワークの原理はレスリスバーガーのいう組織の持つ“慣性”と言った概
念でも説明が可能と思われる。
ネットワークと双対原理
ネットワークは一般に組織間関係（企業外）であり，企業内とは原理が異なっ
ている（山倉， 1993）。その点で日本企業に関しての青木昌彦 (1989 ）の双対
原理の構造を，本稿では企業外，ネットワークに拡張することを試みる。
青木 (1989）は組織モードにかんして 4 つの見解が存在することを指摘して
いる。それは「文化論的見解（文化的な特殊性で組織は区別できる） J，「歴史
論的見解（組織が形成されてきた歴史プロセスの相違が組織の区別となってい
る）」，「普遍論的見解（同じ環境で，効率にしたがって適応した組織は同ーに
なる）」，「設計者的見解（組織は相互に学習し合うことができる）」の 4 つであ
る。この 4 つの見解，文化，歴史，効率性，学習はすべてが組織のダイナミッ
クスにおいて一定の役割を果たすとしている。そのなかで 特に 4 つめの設計
者的見解にたつことにより 「有効な組織モードが満たさなければならないあ
るひとつの原理，双対原理」を導き出すことができるとしている。
上記の青木の双対原理は組織における情報システムとインセンテイプの制度
において，いかに集権化と分権化の原理が結合されなければならないか，につ
いて記述したものである。青木（1989）は「組織が，有効でかつ誘因両立的で
あるためには，認知的側面（情報システム）における分権化／集中化が動機的
側面（人事管理）における集中化／分権化と結びつけられることが，必要かっ
十分である。」と述べている。
また青木 (1989）は「情報システムによって必要とされる類の技能の効率的
な使用と発展がそれに対応するインセンテイブ制度によって適当に動機づけら
れることが必要である。」とし，日本企業においては認知的側面は分権化，動
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機的側面は集中化が成立している，としている。
このような職務の柔軟な変更と，それを支える非ヒエラルキー的な横断的，
水平的なコーディネーションと情報の共有と分散を可能にする，インセンテイ
プの制度が問題となる。青木（1989）は，日本企業においては「補充・配転あ
るいは解任にかんする決定J が集中されているとしている。
欧米企業においては「補充・配転あるいは解任にかんする決定」は分散され
ている。それは「個人がよりよい機会を求めて組織問を移動することができる」
ため，組織における管理者の権威は弱まる。その権威の弱まることに対する対
応として，すべての管理者に解雇の権限が分散することになる。
さて，青木の双対原理が成立している日本企業は関係指向組織であり，企業
外にネットワークを形成している。企業外ネットワークにおいては認知的側面
または動機的側面のどちらもが，企業内と同様に成立しているだろうか。ここ
では双対原理を企業外のネットワークにまで拡張することを考えてみたい。青
木の双対原理は企業単体にかんする分析が中心である。人事の集中化とジョブ
ローテーションも企業の内部組織であるから可能で、あって，企業グループといっ
た企業外ネットワークにおいては，この集中化を行う効果的な方法に欠ける。
したがって，何らかの人事の集中（ジョブローテーション）に換わる方法が
必要になる。それができないと 青木のいう認知的側面と動機的側面の両立が
組織間関係で成立しがたい。動機的側面にかんする方法が工夫されなければ，
ネットワーク内において情報の非対称性を解消する方向とか，ネットワーク内
の情報の共有化等の関係指向組織の経営活動は，動機的側面よりの支援を受け
れなくなる。
したがって，企業外ネットワークにおける情報の共有化の進展は常に，なん
らかのネットワークにおける集中，特にジョブローテーションに変わる何か，
との並存が前提となる。以下，情報の共有化の状況について考察し，集中の手
段について分析する。
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企業グループにおける認知的側面（情報の分散・共有化）
情報における非対称性の解消が情報の共有と分散の条件となる。自動車産業
においては，企業群はデイリーオーダーシステムによって大量の情報流通の”
河の中”におかれている（Womack, 1989）。このデイラー（販売企業群）か
らアセンブラー（組立企業群）への情報の供給は，デイラーで自動車の販売契
約が成立すると同時に，即日アセンブラーへ伝達される（清成・下川， 1992 ）。
製品としての自動車の供給は，もっとも効率的に行われれば，前日の朝，鉄
鋼企業の高炉で出来た高張力鋼が，翌日の夕方には自動車となって，顧客のも
とへ届けられる（伊丹， 1988）。したがって，情報システムはこの製品供給シ
ステムに対応していなければならない。すべての工夫はこの鉄鋼から完成車ま
での 2 日間をいかに平準化するかにかかっており，その平準化に関与するすべ
ての企業はどのような情報でも要求する権利を持っている。
基本的にこの情報の共有化は， トップダウン的に意図されたものではなく，
企業グループのネットワークが環境に柔軟に対応する（販売の状況への組織間
関係的応答）過程で自己組織的に形成されていったものであり，同時に環境へ
の対応が情報の共有，分散職務の多能化 フレキシブル化をスパイラルに進
展させていく。
ネットワーク内の各企業群の作業単位は現場の情報から学び，それを時には
企業を越えて互いにコミニュケートする（今井・金子 1988）。企業群の作業
決定は自動車生産過程全体に広がって 現場の知識が利用可能なところに委譲
されている（伊丹・加護野， 1988）。この「現場に近い柔軟な」作業決定を支
える情報システムとして，各企業の情報の共有化が現場レベルで進み，情報の
分散が進行する。この作業決定は前もって定められた仕事を効率的に達成する
のではなく，前後左右の企業問，作業単位間で調整しながら，現場の状況に合
わせて，職務の柔軟な変更を行うものである。
また，共有される情報の内容の中心は 商品の製造と販売に関する現場情報
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であり企画部門の作る計画情報は，評価基準，解釈指針として，限定的に機能
するにすぎない（榊原， 1988）。これが関係指向組織の特性である。逆説的で
はあるが，現場情報の特性は，商品の製造から販売までのサイクルが短いほど
情報における非対称性は解消されることにある。情報の伝達が間に合わないほ
どサイクルが短く それが現場に常にフィードバックされ職務のフレキシブ
ル化に貢献するならば情報はほぼ完全に 問題解決関係者間でリアルタイム
に共有される。
また，その製造から販売までの過程の変動が大きいほど，変動に関する情報
は多様かつ量的にも多くなり，その情報により組織学習の機会も大きくなり，
より問題解決関係者間での情報の共有化の密度が上がることになる。
企業内における動機的側面一一人事の集中一一
多くの部課はジョブローテーションによって毎年定期的に異動が行われる
（小池， 1981）。ジョブローテーションがあるということは，毎年必ず人の出入
りがあることを意味している。人が動いても 必ずトータルとして各部課の定
数を満たす必要がある。そのためには，交代要員が必ず準備されているという
ことである。誰もが行きたくない部課というのが企業には必ずある。それで、も
各部課の定数は満たされなければならない。
ここで「部課長に逆らえば左選が待っている」という状況が創出されるので
ある。巧みに人事権をふるえる部課長であれば 「彼は優秀だ」と部門外にま
で知られた人材であっても「左遷させること，干すこと」は可能で、ある。この
ような状況が部課長の「人事権J といったものの生々しい現実である。
これが，人事部門の集中に支えられたジョブローテーションの一般に取り上
げられない側面である。その結果もたらされる部課長のリーダーシップへの支
援機能をジョブローテーションは持っているのである。その点で，日本企業の
「情報の分散化」は，上記の「人事の集中化」によって可能となっている， と
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考えられる。
企業外では，「人事の集中化」が機能していない状況が一般的である。グルー
プ内ジョブローテーションを機能させることは困難である。次節でこの点が問
題となる。
5. グローバル戦略と日本型トップダウンシステム
日本型モデルは，グローバル化において，いかに情報を共有化し，かつ求心
力を高めるかが問題となる。一つは現地法人が問題とする投資決定等の速さで
ある。これは「意思決定速度J であり， トップダウンの意思決定が可能かどう
かが重要なテーマとなる。二つめは，「速度の組織」である。周知のごとくグ
ローバル化は為替，政治情勢等の急変といった状況が避けられない。このよう
な囲内に比較して級数的に拡大する不確実性を吸収しうるか，が問題となる。
その一つの方策としての開発期間，生産期間の短縮がテーマとなる（藤本，
1988）。三つめは，情報の共有である。本稿では，特に一つめのトップダウン
の意思決定「日本型トップダウンシステム」の原理とそのグローパル化におけ
る適合性とそのための条件，動機的側面を問題とする。。
グローパル化の前提として日本企業の意思決定の遅さが問題になっている。
従来，日本企業はトップダウンではないと言われてきた。ところがトヨタ自動
車においてはトップダウンと規定しうるシステムが存在する。また松下電器産
業においては創業者松下幸之助の時代には強力なトップダウンシステムであっ
た。それに対して，日産，東芝はかならずしもトップダウン企業ではなく，そ
のグループ内において強力な管理をおこなえない。管理された競争をネットワー
ク内の企業群におこなわせうるかどうかが，そのトップダウン型企業がグルー
プの中核にあるかどうか，で変わってくる。本稿は日本型企業のトップダウン
がどのようなものであるか分析する。ついで，企業ネットワークにおいて，トッ
プダウン型の中核企業がどのような役割を果たすかについて考察する。ついで，
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その実態を分析し その中から 日本型トップダウンシステムとその条件を提
示する。
ところで，日本企業はボトムアップ，米国企業はトップダウンと単純化され
たモデルで説明されることがある。ところがこの構図は現在の日米企業をとら
えるモデルとしては適合的ではないのではないか。前述したように，日本企業
であるトヨタ自動車には明らかにトップダウン型企業であると規定できる「ボ
ディローテーションシステム（清家， 1995a）」が存在する。
しかし，これは古典的なトップダウン「一人の人間（社長）の命令を多くの
人聞にブレイクダウンしていく」といったモデルとは明らかに異なっている。
このような，本来は社長一人で全部やれば良いが，企業が大きくなったため命
令を分割して社長が自分の分身に各機能を分割し行わせる といったモデルは，
トップダウンの支配的モデルと規定されてきた。
これを「要素」指向と「関係」指向の概念で説明すると，社長個人（要素）
の分身（要素）の体系によってトップダウンが機能する。したがって，「要素
指向的トップダウン」とでも言うべきものであり， トップダウンの一つの型に
過ぎない，と思われる。この例としてはGE社（ゼネラルエレクトリック杜），
G M杜（ゼネラルモータース社），マイクロソフト社等が代表的であるが，こ
のようなモデルだけで現在の企業，特に日本企業は説明はできなくなっている
のではないかと思われる。
本稿では事例としてトヨタ自動車におけるトップダウンシステムのモデルを
分析，提示する。このモデルは「要素」指向と「関係」指向の概念で規定する
と「関係指向的トップダウン」とでも呼ぶべきものであると考えられる。
トヨタ型トップダウンシステムの原則は以下の 4 つである。
1 ）情報による評価
リーダーシップの根源は環境（空間的＝マーケット・時間的＝未来予測）よ
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りの圧力である。上位主体（トップ）は常にその圧力を情報として加工し，企
業及びネットワーク活動の業績評価基準として流通させている必要がある。ま
た上位主体自身もその業績評価基準による評価に常にさらされていることを企
業とそのネットワーク内で公知のものとする。
ただし，この環境圧力にたいする上位王体の経営方針は，かなりな程度一貫
していなければならない。日産自動車，東芝は経済変動，社会，時代，海外の
時流等の環境変化に合わせて，上位主体が頻繁かっ極端に経営方針を変更する
傾向がある。上位主体が下位主体の行動変容の時間的，空間的範囲を越えて変
化する時，下位主体は大きなジレンマの中に置かれる。下位主体が環境変化に
対応して行動変容が完了しない聞に，次の上位主体の新しい経営方針が下位主
体に対して伝達されることになり，行動変容は途上で新たな変容を期待される
ことになる。
上位主体が頻繁かっ極端に経営方針を変更すると，下位主体は上位主体のリー
ダーシップに依存しないで自立的に行動するようになり 下位主体なりに自己
の「関係」を強化して上位主体のリーダーシップに代替させるようになる（自
己完結的下位主体の形成）。その結果 関係指向的トップダウンは機能しなく
なる。
2 ）下位主体の仕事量の保証
トップの役割は下位主体への公平な仕事量の分割であり 下位主体の仕事量
の確保と保障である。この点について下位主体がコンセンサスを持っている限
りにおいてリーダーシップ（トップダウン）は受け入れられる。
3 ）情報の非対称性の解消
上位主体に対して情報を隠ぺいするより開示するほうが，長期的には下位主
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体の活動にとって良い結果をもたらすと，下位主体自身が認識している。
4 ）下位主体の競争構造
上位主体が下位主体よりの情報を企業全体に継続的に流通させることによっ
て，下位主体は相互で競争状況に入り，その下位主体聞の競争を有利にするた
めにトップダウンを積極的に受け入れる。
上記の 4 つの原則とその原則がもたらす“競争構造”を組織内に実現する事
が日本型トップダウンシステムであるトヨタ自動車の原理である。
しかし， トップダウンを日本企業が実現することは容易ではない。要素指向，
関係指向の 2 つのパラダイムを組み合わせて日米企業を類型化すれば，図 1 と
なる。図 1 をもとに 代表的な日本企業を考察する。
自動車，電気での類型化 E R分析（要素（elements）・関係（relations ）分析）
（下位主体）
関係指向 東芝 トヨタ
日産
•• 
松下
米国企業 ソニー 本田
要素指向
要素指向〈 > 関係指向
（上位主体）
図 1 日米金業の要素・関係指向分析
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東芝，日産の場合は上位主体は要素指向で計画的に企業を動かそうと考える
が，下位主体は関係指向で上司の知らない関係を使い独自に自立的に仕事を遂
行しており，上位主体の計画は空回りすることになる。これが東芝，日産がト
ヨタに利益率で劣る理由の一つであるとも考えられる。
さて，図 1 の松下電器は創業者松下幸之助時代は日本型トップダウンシステ
ムであったと思われる。これが1970年代以降徐々に崩れていった。それは（1）創
業者の企業への関与の低下，（2）電気機械産業における変化の速さ，（3）独立事業
部の学習強化による権力分散，に原因があると思われる。技術の変化が激しい
とき研究者，技術者に急速に情報は集中し，情報の独占状態が長期化すると，
技術部門は経営に対して優越し，技術の独走がおこる。電気機械産業に比較し
て技術変化の少なかったトヨタに比較して 松下が日本型トップダウンシステ
ムを急速に失っていった理由はここになると思われる。しかし，松下はこの中
で，山下，谷井，森下と日本型トップダウンシステム再構築の試みを行うこと
になる（清家， 1998 ）。
6. グローバルネットワークにおける動機的側面の模索
一般に組織問（企業外）におよぶインセンテイブシステムとしては，人事・
購買（資材）といった 2 つの機能が中心であると思われる。経営資源にかんし
て前者が「人」を後者が「金」と「物」を監督している。その 2 つに加え， こ
こでは製品企画部門をインセンテイブシステムに加える。製品企画部門が監督
するのは「商品」である。それぞれ，この人事・購買（資材） ・製品企画の 3
つの部門は，インセンテイプの手段として，人・金・物・商品をコントロール
しているが，これが認知的側面の支援として十分機能しているかについて，分
析する。
ジョブローテーションは人的な企業内での移動（人事異動）を指している。
ホワイトカラーを中心とした中核的社員（大卒）は新入社員として入社してか
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ら，ほぼ 2 年か 3 年に一度，所属部門が換わっていくという制度である。たと
えば，文科系（事務系）社員は人事部門から経理部門，そうして購買部門といっ
た形で 2' 3 年に一度部門を移動（異動）していく。理科系（技術系）社員は
開発部門から生産技術部門へ，そうして工場へ，といった形で，これも 2' 3 
年に一度移動していく。
このような，ジョブローテーションに対してトヨタ自動車のプロダクトロー
テーション（ボディローテーション）は商品が移動していく（清家， 1995 a ）。
トヨタのボディローテーションの場合，「自動車」とそれにまつわる職務及び
技術が，組織聞を移動する。この移動は移動先の組織の互換化を進める（いつ
移動しでも構わないように組織が標準化する）。その結果 この互換化は組織
間（ネットワーク内）の同質化競争を生み，コスト面での効率化を競争的に進
展させることになる。また 同質化競争のみならず異質化競争につながるプ
ロダクトローテーションは，商品のローテーションを通じて，企業グループ全
体に強い集中力を発揮する（清家， 1995 b ）。
本稿の立場は，暗黙知に属する未来感である「未来に対する不安」がどこま
で予測の関係者間で共有されるか， トップダウンの効率の問題となる（清家，
1995 a ）。その共有の度合いが，企業のネットワークにおいて，予測を達成す
る問題解決がどの程度の水準で行われるかの目安となる。プロダクトローテー
ションでは企業グループで大きなリーダーシップが期待できる。
日本企業は他社との関係の維持発展が重要な経営戦略の関心になるため，自
社単独でのマーケットの変更は一般に困難である。例えば，日本金業において
はトヨタといえども，簡単に市場（マーケット）を変更することは容易ではな
い（清家， 1993 ）。
トヨタは多くの部品供給企業とネットワークを結んでおり，その関係の多く
は20年以上に及んで、おり，人事，投資行動といった経営の深いところにまで，
干渉するなど強い関係を持っていて，その関係の変更につながり変えない，市
場の変更は容易ではない。例えば， トヨタが自動車のある車種から撤退を決め
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れば，多くの部品供給企業は極めて大きな影響を受ける。しかし，車種（プロ
ダクト）の移動は比較的容易である。この移動（ローテーション）が強いリー
ダーシップを形成する。
経営戦略はネットワーク型の日本企業においてはトップだけのものではない。
その下位のミドルマネージャーがプロダクトローテーションに大きく関与して
いる。このミドルはかつて現場で商品販売や技術開発，製造技術，製造に従事
し，その成功者として現在のミドルの地位にある。したがって，ミドルの商品
とそれに関連した技術知識に対するコミットメントは一般に極めて高い。
21世紀の企業はネットワーク（中間組織）を取引コストの経済の概念におい
て理解するだけではなく その動機的側面の概念で理解しなければならないと
思われる。トップダウンによる意思決定を日本型関係指向組織で確立すること
もその意味するところである。
7. 結語
世界において日本企業は大きな市場地位を占めつつある。日本経済の動向は
常に世界の注視の中で論じられる。政治と結びついた米国の第 3 次産業（流通
サービス・情報通信・金融）と経済・消費のコアを構成する日本の第 2 次産業
（家電・オーデイオ・自動車・ロボット）の 2 つのパワーが，「ソフト・サーピ
ス」経済の米国と「ハード・家庭生活支援」の経済である日本の対峠している
のである。
本稿は，特に，日本企業のグローバル化において，現地法人が問題とする投
資決定等の速さを関係指向組織におけるトップダウンの形成として問題とした。
「意思決定速度」に関して 日本型トップダウンシステムが存在し，機能して
いることを取り上げ，モデルを仮構し，日本企業におけるトップダウンの意思
決定が可能かどうか，企業グループにおいても「集中」（動機的側面）が形成
される条件について論じた。
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